
別記様式第７号（Ⅲの第７関係、Ⅰの第７関係）

産地収益力向上支援事業に関する事業評価票
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有機農業による農業産出
額の増加

有機農産物（米）の販売
金額の拡大

事業内容
（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

地方農政局長等の意見具体的な取組内容

　前回の評価以降、若手農業者を中心に
技術講習会等を通した慣行栽培から有機
栽培への転換促進を図り、消費者への普
及啓発活動による理解増進や消費量増加
を目指してきた。しかし、労働力の確保
が容易ではないことや、生産コストに見
合う価格で取引してもらえない等の理由
により、有機栽培から慣行栽培へ移行す
る生産者が後を絶たず、生産者数は基準
年の６割以下まで激減している。また、
令和元年度末から新型コロナウイルス感
染症感染が拡大し、消費が減少した影響
が追い打ちとなり、産出額・面積が基準
年を大幅に下回る結果となったことか
ら、成果目標は未達成となった。
　今回が２回目の評価だが、以上の理由
により、今後も産出額・面積ともに減少
することが予測され、成果目標の達成は
困難であることから、平成30年度実施要
綱第７の３の規定に基づき、評価を終了
することはやむを得ないと判断し、今年
度で評価を終了することとしたい。
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1,249,145千円

秋田県 大潟村
大潟村有機農業推
進協議会

米
大豆
野菜

平成25年度
(～26年度)

山形県 遊佐町
遊佐町収益力向上
協議会

米
えごま

平成25年度
(～26年度)

宮城県
大崎市
美里町
涌谷町

ＪＡみどりの有機
農業推進協議会

米 平成26年度

92,533千円 82,792千円 54,695千円 70,838千円 96,094千円 86,535千円 106,413千円 81.0%

・有機栽培栽培技術講習会
の開催
・実証ほ場現地視察研修会
の開催
・販路拡大に向けた商談会
の実施
・消費者に向けた普及啓発
活動の実施
・地域イベントへの出展

90,443千円 103,769千円

655,200千円 614,512千円 1,585,558千円

・有機栽培に関する学習会
の開催
・消費者学習会の開催
・新規就農者向けＤＶＤの
作成
・加工品の試作開発
・乗用除草機試乗会の開催
・有機米栽培体験の企画・
実施
・有機フェスタの開催

　前回の評価以降、乗用除草機試乗会の
開催による除草作業の負担軽減を図り、
有機米の栽培体験の実施することで消費
者の認知度向上に努めてきた。本事業の
実施や平成28年度の農業法人化、令和元
年度の乗用除草機試乗会の開催等により
一時的な増加も見られたが、生産者の高
齢化が進む中、農薬を使用せず除草や防
虫等を行う作業負担が大きいことを理由
に、有機栽培から特別栽培へ移行する生
産者が後を絶たず、生産者数は基準年の
８割以下まで減少している。また、令和
元年度末から新型コロナウイルス感染症
感染が拡大し、消費が減少した影響が追
い打ちとなり、産出額・面積が基準年を
下回る結果となったことから、成果目標
は未達成となった。
　今回が２回目の評価だが、以上の理由
により、今後も産出額・面積ともに減少
することが予測され、成果目標の達成は
困難であることから、平成30年度実施要
綱第７の３の規定に基づき、評価を終了
することはやむを得ないと判断し、今年
度で評価を終了することとしたい。

・有機稲作現地検討会の開
催
・有機稲作研修会の開催
・販路拡大に向けた各種商
談会の実施
・ＰＲ用パンフレットの作
成・配布
・有機農産物のＰＲ活動の
実施
・既存販売先からの情報収
集の実施

　前回の評価以降、現地検討会や研修会
の開催により生産技術の向上を図り、消
費者や実需者に対するＰＲ活動の実施に
より販路拡大に努めてきた結果、産出
額・面積・生産量は増加傾向にある。し
かし、平成27年度の有機不適合資材の施
用及び平成29年度の土地区画整理事業に
より、有機ＪＡＳ認証から除外されたほ
場が発生した影響が大きく、生産者数も
基準年の７割以下まで減少していること
から、全ての成果目標が達成には至らな
かった。
　このため、成果目標の達成に向けより
効果的な取組が行われるよう、引き続き
現地検討会や研修会等の開催による生産
技術の向上、消費者や実需者に対するＰ
Ｒ活動の実施による販路拡大を中心に、
増加傾向にある産出額・面積・生産量の
更なる増加と、減少傾向にある生産者数
の減少抑制を目指し、成果目標の達成に
向けた改善計画の策定を指導する。

具体的な取組内容

事業内容
（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

地方農政局長等の意見

983,371千円 811,813千円 761,429千円 691,866千円 698,725千円 806,648千円

有機農産物の作付面積の
拡大

787.5ha 609.9ha 468.3ha 457.3ha 430.8ha 418.2ha 448.8ha 332.4ha 325.4ha 893.9ha

有機農業による農業産出
額の増加

65,994千円 62,443千円 53,526千円 61,455千円

生産量の増加

66,500千円

142ｔ

65,880千円 73,883千円 61,820千円 48,091千円 100,000千円

145ｔ 160ｔ 135ｔ 145ｔ 133ｔ 107ｔ 127ｔ 100ｔ 217ｔ

有機農業取組者数の拡大

有機農産物（米）の生産
面積の拡大

有機農産物（米）の生産
量の拡大

28人 29人 27人 28人 23人 23人 22人 19人 40人

66.1ha 69.6ha 13.1ha 77.9ha 58.3ha 59.4ha 62.5ha 68.6ha 76.5ha

277.8ｔ 292.4ｔ 55.1ｔ 327.3ｔ 245.0ｔ 249.4ｔ 262.4ｔ

成果目標の達成状況

288.1ｔ 319.4ｔ

-188.6%

-434.3%

-55.0%

-56.0%

-75.0%

24.0%

24.8%


